
令和６年６月５日
小田原市 都市部 都市計画課

小田原の都市計画の概要について
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資料１



1.都市計画制度の概要 ～都市計画の意義～

都市計画の意義（都市計画運用指針）
都市計画は、都市内の限られた土地資源を有効に配分

し、建築敷地、基盤施設用地、緑地・自然環境を適正に
配置することにより、農林漁業との健全な調和を図りつ
つ、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確
保しようとするもの。
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整備、開発及び保全の方針（区域マスタープラン・県）『第６条の２』

区域区分『第７条』

1.都市計画制度の概要 ～都市計画制度の体系～

都市計画区域『第５条』

出典:国土交通省「都市計画法制」 3



都市計画区域（都市計画法第５条）
『 一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全する必要が
ある区域を都市計画区域として指定するものとする』（第１項）

小田原市は 行政区域＝都市計画区域

1.都市計画制度の概要 ～都市計画区域～
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都市計画区域に指定することで・・・
○都市計画の決定（用途地域・高度地区等）
○都市施設の整備（都市計画道路・都市計画公園等）
○市街地開発事業の施行（土地区画整理事業・市街地再開発事業等）



区域区分『第７条』

1.都市計画制度の概要 ～都市計画制度の体系～

都市計画区域『第５条』

整備、開発及び保全の方針（区域マスタープラン・県）『第６条の２』

出典:国土交通省「都市計画法制」 5



都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（整開保・区域マス）（都市計画法第６条の２）

『都市計画区域については、都市計画に、当該都市計画区域の
整備、開発及び保全の方針を定めるものとする』

1.都市計画制度の概要 ～整開保・区域マス～
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〇記載内容
・区域区分の決定の有無及び当該区分を定めるときはその方針（第２項第１号）
・都市計画の目標（第２項第２号）
・土地利用や都市施設の整備など主要な都市計画の決定の方針（第２項第３号）



1.都市計画制度の概要 ～都市計画制度の体系～

都市計画区域『第５条』

整備、開発及び保全の方針（区域マスタープラン・県）『第６条の２』

区域区分『第７条』

出典:国土交通省「都市計画法制」 7



都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分する制度

区域区分（都市計画法第７条）
『都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化
を図るため必要があるときは、都市計画に、市街化区域と市街化
調整区域との区分を定めることができる』（第１項）

２.区域区分

・市街化区域は、すでに市街地を形成している区域及びおおむね
10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域（第２項）

・市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域（第３項）
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※小田原市は首都圏整備法に規定する「近郊整備地帯」であるため、
区域区分の決定が義務付けられている（第１項第１号イ）



市街化調整区域
（市街化を抑制すべき区域）

市街化区域
（すでに市街地を形成している区域及び、概ね１０年以
内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域）

区域区分のイメージ

区域区分
（線引き）

２.区域区分

出典:国土交通省「土地利用計画制度」 9



S45 当初決定区域 （２，０９４ha)

S54 第1回線引き見直し編入区域 (２，７７１ha)

市 街 化 区 域

H３ 随時編入区域 成田・桑原工業団地 （２,７７９ha）

H６ 随時編入区域 小船森土地区画整理（２,７８１ha）

H７ 随時編入区域 西湘テクノパーク （２,８１１ha）

H９ 第４回線引き見直し 逆線引き （２,７９７ha）

H28 第７回線引き見直し編入区域 （２,８０２ha）

R１ 随時編入区域 鬼柳地区工業団地 （２,８２２ha）

２.区域区分 ～区域区分の変遷～
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都市計画区域 11,380ha 100％
市街化区域 2,822ha 約25％
市街化調整区域 8,558ha 約75％



都市施設
・道路
・公園
・下水道 など

1.都市計画制度の概要 ～都市計画制度の体系～

都市計画区域『第５条』

整備、開発及び保全の方針（区域マスタープラン・県）『第６条の２』

区域区分『第７条』

都市計画に関する基本的な方針
（都市計画マスタープラン・市町村）『第１８条の２』

市街地開発事業
・土地区画整理事業
・市街地再開発事業

など

土地利用規制

・用途地域
・高度地区
・風致地区 など

（地域地区）

出典:国土交通省「都市計画法制」 11



３.都市計画マスタープラン
都市計画マスタープラン（都市計画法第18条の２）

土地利用

都市施設の整備

市街地開発事業

出典:小田原市都市計画マスタープラン 12



【立地適正化計画のイメージ】

出典：国土交通省HP

立地適正化計画は、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考えを
基本とし、居住と居住に関わる医療、福祉、商業等の生活利便施設が
まとまって立地するよう、⾧い時間をかけながら緩やかな誘導を図り、
公共交通と連携したコンパクトなまちづくりを推進するもの

３.都市計画マスタープラン ～立地適正化計画～

立地適正化計画（都市再生特別措置法第８１条第１項）
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都市機能誘導区域設定の基本的な考え方
• 鉄道駅に近い業務・商業等が集積する地域
• その他都市機能が一定程度充実している区域
• 周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い地域 など

３.都市計画マスタープラン ～立地適正化計画～

拠点（駅）から概ね１km
または800ｍの圏域を
最大として設定

※都市機能誘導区域を設定
する拠点は、「広域中心拠
点」、「地域中心拠点」及
び「地域拠点」とする

６つの拠点において約632haの
都市機能誘導区域を設定

出典:小田原市立地適正化計画 14



３.都市計画マスタープラン ～立地適正化計画～

居住誘導区域設定の基本的な考え方
• 生活利便性や交通利便性の高い拠点やその周辺市街地
• 拠点間を連絡する公共交通の沿線の区域

拠 点 :都市機能誘導区域と同範囲
周辺市街地 :拠点及び鉄道駅の徒歩圏
公共交通の沿線:公共交通の幹線(ﾊﾞｽ)の路線沿線

拠点（都市機能誘導区域）

周辺市街地

基幹公共交通沿線

その他

一般居住区域

居住誘導区域

市街化区域

市街化区域の約３分の
２に当たる約1,896ha
を居住誘導区域に設定

出典:小田原市立地適正化計画 15



都市施設
・道路
・公園
・下水道 など

都市計画区域『第５条』

整備、開発及び保全の方針（区域マスタープラン・県）『第６条の２』

区域区分『第７条』

市街地開発事業
・土地区画整理事業
・市街地再開発事業

など

都市計画に関する基本的な方針
（都市計画マスタープラン・市町村）『第１８条の２』

土地利用規制

・用途地域
・高度地区
・風致地区 など

（地域地区）

1.都市計画制度の概要 ～都市計画制度の体系～

出典:国土交通省「都市計画法制」 16



地域地区（都市計画法第８条）
『都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる地域、

地区又は街区を定めることができる』

・用途地域（第１項第１号）【第１種住居地域、商業地域、工業地域など】

・用途地域が指定されている地域においては、建築物の用途の制限と
合わせて、建ぺい率や容積率などを定めている

4.用途地域 ～用途地域の概要～

出典:国土交通省「みんなで進めるまちづくりの話」 17



4.用途地域 ～小田原の用途地域～
凡 例

図式 名 称 面 積

用途地域が定まっている区域 2,822ｈａ

緑色・黄色・オレンジ色 住居系

ピンク色・赤色 商業系

紫色・青色 工業系
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本市では
住居系 ５種類 約1,938ha
商業系 ２種類 約 283ha
工業系 ３種類 約 601ha
計10種類の用途地域を指定



地域地区（都市計画法第８条）
『都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる地域、

地区又は街区を定めることができる』
・高度地区又は高度利用地区（第１項第３号）

高度地区（都市計画法第９条第18項）
『用途地域内において市街地の環境を維持し、又は土地利用の増進を
図るため、建築物の高さの最高限度又は最低限度を定める地区』

種類 建築物の高さの最高限度 適用する用途地域

第１種高度地区 建築物の高さの最高限度は１２ｍとする。※1 一中高（容積率150％）

第２種高度地区 建築物の高さの最高限度は１５ｍとする。 一中高（容積率200％）・一住・二住・
準住・準工・近商（容積率200％）

第３種高度地区 建築物の高さの最高限度は２０ｍとする。 近商（容積率300％）

第４種高度地区 建築物の高さの最高限度は３１ｍとする。 商業

第５種高度地区 建築物の高さの最高限度は３１ｍとする。※2 工業・工専

※１斜線制限有り ※２特定工業系用途建築物以外は15ｍ

５.高度地区 ～高度地区の概要～

＜小田原都市計画高度地区＞ 平成17年６月15日 当初決定
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６.風致地区
風致地区（都市計画法第９条第22項）

『風致地区は、都市の風致を維持するため定める地区とする』
• 風致地区は、自然的要素に富んだ土地の自然的景観を保全し、その
風致を維持するために定めるもので、当該地区内における樹木の
伐採や建築等については、条例により許可が必要になる

• 第１種から第４種までの種別を定め、建築物の高さや建ぺい率、
緑地率などの制限を定めている

小田原城址 約15ha

城山 約51ha

海岸 約254ha

合計 約320ha



都市計画区域『第５条』

整備、開発及び保全の方針（区域マスタープラン・県）『第６条の２』

区域区分『第７条』

市街地開発事業
・土地区画整理事業
・市街地再開発事業

など

都市計画に関する基本的な方針
（都市計画マスタープラン・市町村）『第１８条の２』

土地利用規制

・用途地域
・高度地区
・風致地区 など

（地域地区）
都市施設

・道路
・公園
・下水道 など

1.都市計画制度の概要 ～都市計画制度の体系～

出典:国土交通省「都市計画法制」 21



都市施設（都市計画法第11条）
『都市計画区域については、都市計画
に、次に掲げる施設を定めることがで
きる。』

１ 道路・駐車場 等
２ 公園・緑地・墓園 等
３ 水道・下水道・ごみ焼却場 等

など

その他インフラ施設や建築物など、
様々なものを定めることができる

都 市 計 画

・都市計画区域

・市街化区域、調整区域

・用途地域

・高度地区

・防火・準防火地域

・生産緑地地区

・地区計画など

・道路

・公園

・下水道 など

土 地 利 用 等 都 市 施 設 等

７.都市施設 ～都市施設の概要～
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７.都市施設 ～都市施設の概要～

都市施設 概 要

都市計画道路 路線数31路線、延⾧約77,270m

都市計画公園 街区公園や総合公園、広域公園など計28施設

公共下水道 排水区域:約2,822ha

その他の都市施設
・駐車場 ・ごみ焼却場
・墓園 ・河川
・運動場 ・市場
・汚物処理場 ・火葬場
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凡例

改良済 52.4km (67%)

概成済
※

13.0km (17%)

事業中 3.5km (5%)

未着手 8.4km (11%)

令和６年３月末時点

７.都市施設 ～小田原の都市計画道路の整備状況～

都市計画道路 ＝ 都市交通における最も基幹的な都市施設
３１路線、延⾧約７７，２７０ｍが計画決定済み

※概成済とは、概ね計画幅員の2/3以上または、4車線以上の幅員を要するもの
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■小田原市の景観行政の歩み
年 度 項 目

平成１７年度
景観計画（市域全域）の策定及び景観条例の制定
重点区域に小田原城周辺地区及び小田原駅周辺地区
を位置付け

平成１９年度 重点区域に国道１号本町・南町地区を追加

平成２１年度
重点区域に小田原大井線沿道地区、穴部国府津線沿
道地区を追加
屋外広告物条例の制定

令和５年度 重点区域にかまぼこ通り周辺地区を追加

８．景観形成に関する取組み
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穴部国府津線沿道地区（H21）

26

凡 例

図式 名 称 地区数

景観計画重点区域 ６地区

小田原大井線沿道地区（H21）

かまぼこ通り周辺地区（R5）

国道１号本町・南町地区（H20）

小田原駅周辺地区（H17）

小田原城周辺地区（H17）

８．景観形成に関する取組み



①建築物の外壁
現在のまちなみの基調となっているYR（黄赤

系）、Y（黄）系の色相を基本とし、落ち着いた
低彩度色でまとめる。
②建築物等の屋根
城址公園等の緑と融和した風格のある景観を

形成するため、低彩度かつ低明度色でまとめる。
③屋外広告物、日よけテント等
落ち着きと風格のある穏やかな色調を用いる。

■景観計画重点区域における景観形成基準（小田原城周辺地区）

景観形成の目標 ：小田原城を活かした魅力ある景観形成を図る

８．景観形成に関する取組み

出典:小田原市色彩景観のてびき・小田原市景観計画 景観形成基準 27



令和６年６月５日
小田原市 都市部 都市計画課

小田原の都市計画の概要について
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